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規 則

　大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）土
地区画整理事業保留地処分規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
　令和２年８月24日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第55号
　　　�大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）

土地区画整理事業保留地処分規則の一部を改正する
規則

　大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）土
地区画整理事業保留地処分規則（平成元年奈良市規則第41
号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項中「一に」を「いずれかに」に改める。
　第３条中「の各号」を削る。
　第７条中「一」を「いずれか」に改める。
　第12条に次の１項を加える。
５�　前各項の規定にかかわらず、市長が入札執行上特に必
要があると認めるときは、書留郵便の方法により入札を
させることができる。この場合において、入札者は、入
札書を封書にし、これを書留郵便用の封筒に入れて、そ
の表面に当該入札書が同封されている旨を表示のうえ、

書留郵便により市長が指定する場所及び期限内に送付す
ることで入札書を提出することができる。
　第15条に次のただし書を加える。
　�　ただし、第12条第５項の規定による入札（次条におい
て「郵便による入札」という。）の場合は、この限りで
ない。
　第16条中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第７号
を同条第８号とし、同条第６号の次に次の１号を加える。
　⑺�　所定の期限及び場所に到達しなかった郵便による入
札

　第19条の２第１項中「一」を「いずれか」に改める。
　第19条の３中「の各号」を削る。
　第19条の５及び第19条の７中「一に」を「いずれかに」
に改める。
　第26条第５項中「年7.3パーセント」を「法定利率」に
改める。
　第27条及び第30条第１項中「の各号」を削る。
　第33条中「一」を「いずれか」に改める。
　別記第６号様式中「年7.3パーセント」を「法定利率」
に改める。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
� （令和２年８月24日掲示済）
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告 示

奈良市告示第416号
　奈良市学校給食費の管理に関する要綱の一部を改正する
告示を次のように定める。
　令和２年８月４日

　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
　　　�奈良市学校給食費の管理に関する要綱の一部を改正

する告示
　奈良市学校給食費の管理に関する要綱（平成26年奈良市
告示第200号）の一部を次のように改正する。
　別記第３号様式を次のように改める。
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　別記第４号様式及び第５号様式中「年利５％の」を「民
法の規定に基づく」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１�　この告示は、令和２年８月４日から施行する。
　（経過措置）
２�　この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈
良市学校給食費の管理に関する要綱別記第３号様式、第
４号様式及び第５号様式の規定に基づき作成されている
用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することがで
きる。
� （令和２年８月４日掲示済）

教 育 委 員 会

　教育機関等の職員の勤務時間等に関する規則の一部を改
正する規則をここに公布する。
　令和２年８月19日
　　　　　　　　　　　　　奈良市教育委員会　　　　
　　　　　　　　　　　　　　教育長　北　谷　雅　人
奈良市教育委員会規則第15号
　　　�教育機関等の職員の勤務時間等に関する規則の一部

を改正する規則
　教育機関等の職員の勤務時間等に関する規則（昭和47年
奈良市教育委員会規則第12号）の一部を次のように改正す
る。
　別表中

「

」

を
史料保存館 全員（館

長 を 除
く。）

日勤 午前８時30分から午後５時
15分まで

１時間 職員ごとに４週間に
つき８日の割合で所
属長が定める日

「

」

史料保存館 全員（館
長 を 除
く。）

日勤 午前８時30分から午後５時
15分まで

１時間 職員ごとに４週間に
つき８日の割合で所
属長が定める日

都祁学校給
食センター

全員（所
長 を 除
く。）

日勤 午前８時00分から午後４時
45分まで

１時間 日曜日及び土曜日

に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年８月25日から施行する。
� （令和２年８月19日掲示済）

�
奈良市教育委員会訓令甲第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁　中　一　般
　　　　　　　　　　　　　　　　　　関　係　各　所
　奈良市教育委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を
次のように改める。
　令和２年８月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市教育委員会
　　　　　　　　　　　　　　教育長　北　谷　雅　人
　　　�奈良市教育委員会事務専決規程の一部を改正する訓

令
　奈良市教育委員会事務専決規程（昭和49年奈良市教育委
員会訓令甲第３号）の一部を次のように改正する。
　第３条部長及び理事共通の部分中第10号を削り、第11号
を第10号とし、第12号から第19号までを１号ずつ繰り上げ、
同条部長の部分に次の１号を加える。
　⑵�　日額又は時間額により報酬が支給される会計年度任
用職員の任用

　第５条課長等共通の部分中第11号を削り、第12号を第11
号とし、第13号から第21号までを１号ずつ繰り上げ、同条
教職員課長の部分に次の１号を加える。

　⑶�　日額又は時間額により報酬が支給される会計年度任
用職員（放課後児童支援員、放課後児童支援補助者及
び巡回支援員を除く。）であつて、任用期間が１月を
超えないものの任用

　第５条地域教育課長の部分に次の１号を加える。
　⑵�　日額又は時間額により報酬が支給される会計年度任
用職員（放課後児童支援員、放課後児童支援補助者及
び巡回支援員に限る。）であつて、任用期間が１月を
超えないものの任用

　　　附　則
　この訓令は、令和２年８月31日から施行し、この訓令に
よる改正後の奈良市教育委員会事務専決規程の規定は、同
年３月13日から適用する。
� （令和２年８月31日掲示済）

号外第７号
令和３年５月31日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 2 ― � ― 3 ―


